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資料３



国が実施する普及・実効性確保策 （１／４）
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No 手法 実施主体 開始時期 内容

１ 国交省ホームページでの周知 国 R8.３月～
「標準的な考え方」を広く業界関係者に周知するため、国交省
ホームページに「標準的な考え方」を掲載する。

２
荷主向け、内航海運業者向けパンフレット
の作成・配布

国 R8.３月～

サプライチェーン全体への理解促進のため、内航海運の社会的
意義や現状・課題、「標準的な考え方」の策定背景や内容等を紹
介するパンフレットを国交省で作成する。関係省庁から各業界
団体へ送付するとともに、荷主業界団体からも各事業者へ配布
いただくことで、内航海運を利用するすべての事業者に対して
周知を図る。

また、「標準的な考え方」に基づく運賃・用船料等の算出を促進
するため、「標準的な考え方」の目的や主な内容、活用方法や取
適法との関係性を紹介した内航海運業者向けのパンフレットを
作成・周知する。

(パンフレットは次頁参照）

３ 業界紙による周知・広報 国 R8.3月～

内航海運の関係者に向けて広く周知するため、「標準的な考え
方」の策定趣旨や内容を専門紙記者向けに説明する。業界紙等
に記事掲載していただくことで、業界関係者の「標準的な考え
方」への認知度を高める。

A.周知・広報



内航海運業者・発荷主向けパンフレット（案）
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着荷主向けパンフレット（案）
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国が実施する普及・実効性確保策 （２／４）
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No 手法 実施主体 開始時期 内容

３ 地方での説明会開催 国・業界 R8.４月～

地方の中小事業者等への周知と理解を図るため、内航総連、地
方運輸局と連携し、地方での説明会を開催。「標準的な考え方」
の内容及び活用方法、活用における注意点、関係法令との関係
などについて説明し、中小事業者及び荷主企業等における導入
を後押しする。なお、中小受託取引適正化法に関する説明会（主
催：内航総連）と共催にて開催予定。

A.周知・広報

説明会開催スケジュール（案）

開催エリア 日時 場所

中国（広島） 4月9日（木） TKPガーデンシティ広島駅前大橋 ホール6C

近畿（大阪） 4月10日（金） AP大阪駅前 APホールⅡ （オンライン併用）

関東（東京） 4月１５日（水） 海運クラブ 303・304号 （オンライン併用）

九州（上天草） 4月２３日（木） ホテル竜宮

九州（福岡） 4月２４日（金） TKPガーデンシティ博多 高千穂（オンライン併用）

九州（佐伯） ５月２１日（木） さいき城山桜ホール 小ホール

九州（北九州） ５月２２日（金） KMM 第３・第４会議室

四国（徳島） ６月４日（木） あわぎんホール 会議室６

四国（今治） ６月５日（金） テクスポート今治 イベントホール

中部、東北 等 調整中



国が実施する普及・実効性確保策 （３／４）
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No 手法 実施主体 開始時期 内容

４
「標準的な考え方」に基づく運賃・用船料
等算出用Excelシートの公表

国 R8.3月～

中小事業者等が「標準的な考え方」に基づく原価計算を円滑に
導入するため、「標準的な考え方」に基づく運賃・用船料等算出
用Excelシートを国交省HP及び内航総連HPにて掲載する。中
小事業者等における導入負担を軽減し、「標準的な考え方」の利
用促進を図る。（参考資料参照）

５
中小企業診断士、税理士等専門家への
周知

国 R8.４月～

中小企業の経営相談窓口及び税務管理等の機能を有する中小
企業診断士、税理士等の専門家に「標準的な考え方」を周知し、
「標準的な考え方」を踏まえた経営支援及び原価計算等の支援
を促す。

例）日本税理士会、日本中小企業診断士協会連合会、認定経営
革新等支援機関（※） 等
※中小企業等経営強化法に基づく国の認定を受けた支援機関
（税理士、金融機関も含まれる）

６
関係省庁及び地方自治体等が実施する
原価計算・価格交渉にかかる支援制度の
活用促進

国・業界 R8.４月～

中小事業者による「標準的な考え方」の活用促進のため、原価計
算や価格交渉等の支援を実施している関係省庁及び地方自治
体等と連携し、原価計算や価格交渉等の支援制度の活用を促進
する。各種支援策については内航総連のHP等を通じて内航海
運業者に支援案内を行う。

（例）
・都道府県における「よろず支援拠点」での無料相談
・中小企業診断士、税理士等の専門家派遣事業 等

B.実行支援



国が実施する普及・実効性確保策 （４／４）
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No 手法 実施主体 開始時期 内容

７ 相談体制の構築 国 R8.３月～
「標準的な考え方」の実運用で生じた疑問等に速やかに対応す
るため、各地方運輸局へ相談・問い合わせできる体制を構築す
る。

C．相談体制の構築

No 手法 実施主体 開始時期 内容

８ 取適法の適切な執行 国 随時
適正な価格転嫁を推進するため、取適法に基づいて事業者から
の相談に応じて調査する。

D．価格協議の実態把握



内航総連が実施する普及・実効性確保策
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内航総連が実施する普及・実効性確保策 （１／５）

11

No 手法 実施主体 開始時期 内容

１ 内航総連ホームページでの周知 業界 R8.３月～
「標準的な考え方」を広く業界関係者に周知するため、内航総連
ホームページに「標準的な考え方」等を掲載する。

２
運賃・用船料等算出の「標準的な考え方」
の配布

業界 R8.３月～
「標準的な考え方」に基づく運賃・用船料等の原価計算を推進す
るため、内航総連からすべての内航海運業者（約1,800社）へ
「標準的な考え方」を配布する。

３
荷主向け、内航海運業者向けパンフレット
の配布

業界 R8.３月～

サプライチェーン全体への理解促進のため、内航海運の社会的
意義や現状・課題、「標準的な考え方」の策定背景や内容等を紹
介する荷主向けパンフレットを配布する。

また、「標準的な考え方」に基づく運賃・用船料等の算出を促進
するため、内航海運業界全体に対して、「標準的な考え方」の目
的や主な内容、活用方法や取適法との関係性を紹介した内航海
運業者向けのパンフレットを配布する。

A.周知・広報



内航総連が実施する普及・実効性確保策 （２／５）
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No 手法 実施主体 開始時期 内容

４ 着荷主側の理解促進 業界・国 R8.４月～

サプライチェーン全体への理解促進のため、国土交通省から経
済産業省への働きかけに加え、内航総連が荷主業界団体と連携
しながら、着荷主の業界団体へ説明を行い、内航海運の安定輸
送の実現に向けた価格転嫁の理解促進を図る。

５ 地方での説明会開催（再掲） 国・業界 R8.４月～

地方の中小事業者等への周知と理解を図るため、国交省本省、
地方運輸局と連携し、地方での説明会を開催。「標準的な考え
方」の内容及び活用方法、活用における注意点、関係法令との関
係などについて説明し、中小事業者及び荷主企業等における導
入を後押しする。なお、中小受託取引適正化法に関する説明会
（主催：内航総連）と共催にて開催予定。

A.周知・広報



内航総連が実施する普及・実効性確保策 （３／５）
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No 手法 実施主体 開始時期 内容

６
内航海運におけるコスト動向に関する公
表資料の検討

業界 R8.４月～

中小事業者等が「標準的な考え方」に基づく原価計算を円滑に
導入するため、各費目の価格の高低の分布や動向を把握する際
に参考となる公表資料を内航総連のHPで紹介する。「標準的な
考え方」に基づく運賃・用船料の算出結果の妥当性を示すため
のツールを提供することで、円滑な価格協議を推進する。

７
「標準的な考え方」に基づく書類作成支援

見積書ひな形等の公表
業界 R8.４月～

中小事業者等が「標準的な考え方」に基づく原価計算やそれに
かかる書類作成を円滑に行えるようにするため、「標準的な考え
方」に基づく原価計算マニュアル（仮称）を作成する。

具体的には現場の実務に応じた、参考値の活用方法や複数隻管
理の場合や船員の配乗変更時などにおける具体的な計算方法
の事例を解説するとともに、見積書等のひな形等を用意し、中
小事業者等における導入負担を軽減し、「標準的な考え方」の利
用促進を図る。

B.実行支援

見積書ひな形（イメージ）



内航総連が実施する普及・実効性確保策 （４／５）
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No 手法 実施主体 開始時期 内容

８
関係省庁及び地方自治体等が実施する原
価計算・価格交渉にかかる支援制度の活
用促進（再掲）

国・業界 R8.４月～

中小事業者による「標準的な考え方」の活用促進のため、関係省
庁及び地方自治体等が実施している原価計算や価格交渉等の
各種支援策を内航総連のHP等を通じて内航海運業者に案内す
る。

（例）
・都道府県における「よろず支援拠点」での無料相談
・中小企業診断士、税理士等の専門家派遣事業 等

B.実行支援



内航総連が実施する普及・実効性確保策 （５／５）
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No 手法 実施主体 開始時期 内容

９ 内航総連への相談体制構築 業界 R8.４月～
「標準的な考え方」の実運用で生じた疑問等に速やかに対応す
るため、「標準的な考え方」の内容や使用方法に関して内航総連
に確認・相談できるよう問い合わせフォームを新たに設置する。

C．相談体制の構築

D．価格協議の実態把握

No 手法 実施主体 開始時期 内容

１０
内航総連による

価格協議の実態把握調査
業界

R8.

１０月～12月

（予定）

適正な価格転嫁を推進するため、「標準的な考え方」の普及率お
よび価格交渉や価格転嫁等の実態を把握する調査を毎年実施。
「標準的な考え方」の更新および新規施策の検討を行う。



今後のスケジュール

16

12月24日

2月24日

本日
３月13日

３月18日

1月16日

安定効率輸送協議会 合同部会

議題：「標準的な考え方」（案）、「内航海運業者と荷主との連携強化のためのガイドライン」（改訂案）について

第４回検討会

議題：「標準的な考え方」（公表版）、「内航海運業者と荷主との連携強化のためのガイドライン」改訂版の最終確認

：実効性確保・実態把握手法の確認

安定効率輸送協議会 合同部会

議題：「標準的な考え方」（公表版）、「内航海運業者と荷主との連携強化のためのガイドライン」改訂版の最終確認

：「標準的な考え方」の普及・実効性確保に向けた方策

運賃・用船料等算出にあたっての「標準的な考え方」

内航海運業者と荷主との連携強化のためのガイドライン（第3版） 公表

「標準的な考え方」公表版（案）、「内航海運業者と荷主との連携強化のためのガイドライン」（改訂案）を

業界団体に送付

５月中下旬
安定効率輸送協議会 合同部会

議題：「内航アクションプラン」のフォローアップについて等
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